
【第１号様式（別紙１）】（第４条関係） 

事業計画書 

１ 申請者の概要 

（フリガナ） 

名称（商号又は屋号） 
株式会社○○○○ 

所在地 
〒○○○－○○○○ 

奈良県○○市○○町○○番地○○号 

代表者 役職・氏名 代表取締役 大和 善継 

担当者 

 

役職・氏名 専務取締役 大和 継美 

電話番号 ○○○○－○○－○○○○ 

メ ー ル ア

ドレス 
○○○○＠○○ne.jp 

主な業種 菓子製造業 

規模 資本金     ５００万円 従業員数          ２０人  

企業の事業概要 

 

※会社案内やパンフレット等で企業の事業概要を記載した書類を添付す

れば省略可 

当社は創業以来、奈良県産の果物を使った洋菓子を製造・販売してお

り、県内に３店舗、県外に２店舗を展開している。近年は「地球環境と

身体に優しい」をテーマに、地球環境に負荷の小さい栽培方法で収穫さ

れた原料をなるべく使用することで、素朴な味わいのお菓子づくりに力

を入れている。現代表者は３代目であり、近年の顧客ニーズの変化に対

応するため、新商品の開発や Eコマースを活用し積極的な販路拡大を行

っている。 

※譲受側は、事業承継後に県内で事業を営むこと。 

 

 

２ 補助事業の内容 

補助事業 
複数の項目にチェックする

ことが可能です。 

☑初期診断 

☑事業用資産や企業価値の算出・分析 

□不動産鑑定評価書作成 

□事業承継計画の策定 

□契約書等の作成 

☑第三者承継（Ｍ＆Ａ）にかかる着手金 

□事業承継の着手に必要不可欠な登記、許認可申請 

名称（法人は社名、個人事業者は屋号

（※１））、所在地(※２)、電話番号、代

表者職氏名をご記入ください。 

 

※１ 法人は履歴事項全部証明書に記

載されている本社所在地、個人

事業者は確定申告書に記載され

ている事業者の現住所 

※２ 屋号がない場合は、記載不要 

個人事業者は記載不要です。 

公募要領をご確認のうえ、該当

する補助事業の□に✓を入れて

ください。 



事業の具体的内容 
※事業の妥当性・適格性・

必要性等に関する事情があ

れば、この欄に記載してく

ださい。 

なお、事業承継計画等を

策定する場合は、少なくと

も、具体的な譲受側（候補

を含む）を記したうえで、

譲受側への事業承継を進め

ていくにあたって、補助事

業の実施が必要であること

を示してください。 

また、第三者承継（Ｍ＆

Ａ）の仲介契約等の場合

は、仲介契約等の概要を記

載してください。 

 

現代表者は、今年で６５歳を迎え、今後５年以内に事業承継を行う予

定である。親族や従業員に後継者が見つからず第三者承継（Ｍ＆Ａ）

を検討している。そこで、本補助金を活用し、円滑な事業承継に向け

て初期診断、事業用資産や企業価値の算出・分析等を実施する。 

 

・初期診断 

専門家の知見を活用することで、現状の課題を分析した上で今後の中

長期的な経営戦略を策定し、第三者承継（Ｍ＆Ａ）を円滑に進める。 

 

・事業用資産や企業価値の算出・分析 

第三者承継（Ｍ＆Ａ）における譲受側との交渉に向けて、自社の株価

や事業資産の算定を行う。 

 

・第三者承継（Ｍ＆Ａ）にかかる着手金 

民間事業者とファイナンシャルアドバイザー契約を結び、マッチング

に向けた伴走支援を依頼する。 

 

 

 

 

事業費 
※「補助金額」は、「補助

対象経費」に補助率（1/2以

内）を乗じて得た額（1,000

円未満切捨て）を記入して

ください。ただし、50万円

が上限です。 

 

 

 

 

 

 

 

補助事業に要する経費（税込み） ８６３，５００円 

補助事業に要する経費（税抜き） ７８５，０００円 

補助対象経費（税抜き）・・・Ａ ７００，０００円 

補助金額・・・Ａ×１／２以内 ３５０，０００円 

事業期間 

開始予定日（契約日） 令和○年○月○日 

完了予定日（完了日） 令和○年○月○日 

委託先の専門事業者 

※複数ある場合は、行を

追加してください。 

所在地  〒○○○－○○○○ 

奈良県○○市○○町○○番地○○号 

事業者名 税理士法人○○○ 

電話番号 ○○○○－○○－○○○○ 

担当者名 ○○ ○○ 

３収支報告（支出）①の合計

金額をご記入ください。 

３収支報告（支出）①の合計金額

を税込みでご記入ください。 

３収支報告（支出）④の合計金額と

一致する必要があります。 

「補助対象経費」に補助率（1/2以

内）を乗じて得た額（1,000円未満切

捨て）を記入してください。 

 補助事業に係る専門家との

契約締結日等をいいます。 

 交付決定通知日以降に着手

された補助事業が補助対象

となります。 

 委託・仲介契約を締結し、支払いが完了した日等をいいます。 

 令和８年２月１３日（金）までに支払いを完了する必要があります。 

３収支報告（支出）③の合計金

額をご記入ください。 



３ 収支報告 

（収入） 

区分 金額 備考 

県補助額 ３５０，０００円  

自己負担額 ３５０，０００円  

合計  ７００，０００円  

 

（支出） 

補助事業期間（予定） ①補助事業に要する経費 ②補助対象外経費 

③補助対象経費 

（税抜き） 

【①－②】 

④補助金額 

【③×1/2以内】

（1,000円未満の

端数が生じた場合

は、当該端数を切

り捨てた額・上限

50万円） 

備 考 
期 間 内 容 

金 額 

（税抜き） 

金額 

（税抜き） 

令和○年○月○日～ 

令和○年○月○日 
初期診断 １１０，０００円 １０，０００円 １００，０００円 ５０，０００円 

専門家の旅費を補

助対象外経費とし

て計上 

令和○年○月○日～ 

令和○年○月○日 

事業用資産や企業

価値の算出・分析 
２２５，０００円 ２５，０００円 ２００，０００円 １００，０００円 

専門家の宿泊費、

旅費を補助対象外

経費として計上 

令和○年○月○日～ 

令和○年○月○日 

第三者承継 

（Ｍ＆Ａ）にかか

る着手金 

４５０，０００円 ５０，０００円 ４００，０００円 ２００，０００円 

FAへの月額報酬を

補助対象外経費と

して計上 

合計  ７８５，０００円 ８５，０００円 ７００，０００円 ３５０，０００円  

 

 

②補助対象外経費が

ある場合、備考欄に具

体的な内容を記載し

てください。 

「税抜き」の金額を記載し

てください。 

「税抜き」の金額を記載し

てください。 

「税抜き」の金額を記載し

てください。 


